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海外における安全確保について
～日本人と日本企業に対する脅威と政府の対応～

平成２８年８月２６日

外務省
Ministry of Foreign Affairs

外務省邦人テロ対策室首席事務官 江端 康行

目次
１．国際テロと邦人に対する脅威

２．テロと邦人保護

３．外務省の取組

（１）在外公館が行う支援（基本）

（２）官民連携

（３）情報収集・発信能力の強化

（４）即応体制の強化

４． 皆様にお願いしたいこと
2



2

目次
１．国際テロと邦人に対する脅威

２．テロと邦人保護

３．外務省の取組

（１）在外公館が行う支援（基本）

（２）官民連携

（３）情報収集・発信能力の強化

（４）即応体制の強化

４． 皆様にお願いしたいこと
3

● ２０１６年７月１日，ダッカ市内のレストラン「ホーレイ・アルティザン」において，数名の

武装グループが人質を取って籠城し，警察との間で銃撃戦が発生。

● 同日，現地警察が突入。外国人３名を含む１３名（うち１名は日本人）を救出したが，約２０名死亡。

● 邦人７名が死亡，１名が負傷。

● 「ＩＳＩＬバングラデシュ」を名乗る組織が犯行声明を発出

（日本に対する明示的言及なし）。

ダッカ襲撃テロ事件
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ダッカ
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●７月１４日、仏革命記念日の花火見物に集まっていた群衆にトラックが

突っ込み、２kmほど走行。

●その後、運転手は警察官に向かって発砲したため、治安部隊が対処

し、犯人は車内で死亡。

●死亡した犯人は、チュニジア生まれでニース在住の３１歳の男モハメ

ド・ラウエジ・ブレール（Mohamed Lahouaiej Bouhlel）。

●これまで84名が死亡し、２００名以上が負傷（報道に基づく犠牲者の国籍は

米、露、独、スイス、モロッコ、チュニジア、ウクライナ、アルメニア等）。

●現時点で邦人被害の情報はない。

●ＩＳＩＬは「事件はＩＳＩＬの兵士によって実行された」と発表。

ニースでのテロ事件
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(OpenStreetMap)

●７月１５日２２：００（日本時間１６日４：００）頃，軍の一部勢力が，首都アンカラにおいて国営テレビ局を占拠し，

軍の権限を掌握した旨発表，トルコ大国民議会を空爆，軍関連施設や官公庁を襲撃。また，イスタンブールで

もボスポラス海峡大橋及び空港を封鎖。

●エルドアン大統領は全国民に対して，「クーデターに対抗するため空港，広場等に出てくるよう」呼びかけ。

これを受け各地で市民が広場や空港に集結。

●１６日６：４０頃，イスタンブールの橋を封鎖していた兵士が投降を開始。

１１：００頃，トルコ軍参謀総長代行がクーデターは失敗したと発表。

●本件による死者２０８名，負傷者１４９１名。クーデター側２４名を殺害，

７,５４３名を拘束。さらに別途９０００名以上が停職処分（１８日，ユルドゥル
ム首相）。

●邦人被害は確認されていない。
⇒ クーデターの場合，保険は戦争特約が必要。

トルコでのクーデター未遂事件
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中東・北アフリカ地域における主なテロ事件

露旅客機墜落（224）
(10月31日)

ｸﾛｱﾁｱ人殺害映像
(場所不明)
(8月5日)

トルコ・ｽﾙﾁ自爆（32）
(7月20日)ｱﾝｶﾗ自爆ﾃﾛ（100）

(10月10日)

ｸｳｪｰﾄ･ｼｰｱ派ﾓｽｸ自爆（27）
(6月26日)

ﾚﾊﾞﾉﾝ･ｱﾙｻﾙ車爆弾（25）
(11月5日)

ﾁｭﾆｽ･ﾊﾞﾙﾄﾞｰ
博物館襲撃ﾃﾛ（22）
(2015年3月18日)

ﾚﾊﾞﾉﾝ･ﾍﾞｲﾙｰﾄ南郊
ﾊﾞｲｸ爆弾（46）
(11月12日)

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ・ｱﾌﾞﾊｰ警
察ﾓｽｸ自爆(17)

(8月6日)

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ・ｶﾃｨｰﾌ
ｼｰｱ派ﾓｽｸ襲撃（111）

(5月23日)

ナイジェリア・ｱﾌﾞｼﾞｬ郊外
爆弾(15)
(10月2日)

ｼﾘｱ邦人殺害映像
(2015年2月1日)

伊領事館前
車爆弾

(7月11日)

ISIL西ｱﾌﾘｶ州に
よるﾃﾛ多数

ISILｲｴﾒﾝ州
によるﾃﾛ多数

ﾁｬﾄﾞ･ﾝｼﾞｬﾒﾅ自爆(28,14)他
(6月15日，7月11日)

ISILｼﾅｲ州
治安機関攻撃多数

大学襲撃事件(148+)
(4月2日)

ルクソール・神殿襲撃(2)
(6月10日)

マリ・ホテル襲撃（19）
(11月20日)

ｽｰｽ観光客襲撃ﾃﾛ（38）
(6月26日)

ISILﾘﾋﾞｱ州
によるﾃﾛ多数

チュニジア市内での爆弾ﾃﾛ（13）
(11月24日)

※カッコ内は死者数。

･･･2015年
･･･2016年

ジボワール

ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ・ﾎﾃﾙ襲撃(30)
(1月15日)

ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ・ｸﾞﾗﾝﾊﾞｯｻﾑ
ﾋﾞｰﾁ襲撃(16)
(3月13日)

･･･邦人被害事案
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フィリピン
○アブ・サヤフによる外国人
誘拐・殺害予告（10月）

デンマーク

○討論会会場における銃撃事件
（2月14日）

フランス
○パリ連続テロ事件
（1月7日～9日）
○東部におけるテロ事件
（6月26日）
○高速列車内における発砲事件
（8月21日）
○パリ同時多発テロ事件
（11月13日）

ベルギー
○高速列車内における発砲事件
（8月21日）

バングラデシュ
○伊人殺害事件
（9月28日）

米国
○風刺画展会場襲撃事件
（5月3日）
○カリフォルニア州における
銃撃テロ事件（12月2日）

豪州

○シドニーにおける人質
立てこもり事件
（12月15日）

インドネシア
○ジャカルタにおける爆発・銃撃事件
（1月14日）

トルコ
○イスタンブール自爆テロ
（1月12日）
○アンカラにおける爆発事件
（2月17日）
○アンカラ自爆テロ（3月13日）
○イスタンブール・アタテュルク
空港における爆発・銃撃事件
（6月28日）

○ブリュッセルにおけるテロ事件
（2016年3月22日）

･･･2015年

･･･2016年

･･･2014年

･･･邦人被害事案

○邦人殺害事件
（2015年10月3日）
○ダッカ襲撃テロ事件
（2016年7月1日）

タイ
○バンコク爆発事件
（2015年8月17日）

○フロリダ州オーランド市に
おける銃撃事件（6月12日）

世界で広がるイスラム過激派組織等によるテロ事件等

8

○ニースでのテロ事件（7月14日）

ドイツ
○バイエルン州における列車内
での襲撃事件（7月18日）

マレーシア

○クアラルンプール市郊外にお
ける爆弾テロ事件（6月28日）
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日本人がテロの標的になる可能性
（ISIL機関誌「ダービク」から）

2015年2月シリアでの邦人殺害映像

2015年10月バングラデシュ北部での日本人殺害事件

今や全ての日本人と日本権益は，どこで見つけようと，
あらゆるところにいるカリフ国の兵士及び支援者達の
標的である。

ベンガルのカリフ国の兵士に属する治安細胞が北部
ロングプール地域で日本人を標的にした。
イスラム国は，不信心国日本に対し，米国の十字軍
への支援は，日本人の生命をいっそう危険に晒すこと
になると警告した。

10
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テロと邦人保護

11

外国でのテロの発生は防げない。

しかし，邦人の被害は避けなければならない。

被害の可能性を減らすため，
様々な情報やノウハウを提供。

最終的には各人が「予防」と
（テロ発生時の）「対処」を行うことが必要。

テロの被害は予防できるか？

１．政治上その他の「主義主張」に基づき，

テロの三要素

２．国家若しくは他人にこれを強要し，又は社会に不安若しくは恐怖
を与える「目的」で，

３．人を殺傷し，又は重要な施設その他の物を破壊するための活動

12

「ソフトターゲット」への攻撃が増え，対応が難しくなっているが，

「狙われやすい人，場所，日時」を察知し，危険回避に努める。
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13

ブリュッセルの空港・地下鉄テロ
（３月２２日，死者３５名：事前の注意喚起）

（以下略）

（中略）

14

ラマダンに関する注意喚起

7
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（前略）

15

バングラデシュに関する注意喚起

▶危険情報 2015年10月から「レベル２（不要不急の渡航は止めてください）」

▶ スポット情報

爆発や銃撃の被害を最小限に抑える方法

予防措置

○ 退避ルートを確認する。

○ 隠れられる場所を確認
する。

○ 常に周囲の状況に注意を
払い，不審者や不審物を
見かけたら速やかにその
場を離れる。

対処法

○ その場に伏せるなど直ち
に低い姿勢をとる。

○ 頑丈なものの陰に隠れる。

○ 周囲を確認し，可能であ
れば，銃撃音等から離れ
るよう，速やかに，低い姿
勢を保ちつつ安全なところ
に退避する。

16
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支援団体･支援者
（保険アシスタント会社、
医療チーム，地方公共団体，
ＮＰＯ，友人）

現地関係機関
（病院，葬儀社，
航空会社，ホテル）

現地政府当局
（外務省，警察，

軍，空港当局）

支 援

日本及び現地
の報道機関

事案によっては関心が
非常に大きいことも・・・

取 材

被害が発生した場合の対応

連 携

被害者

被害者家族

所属企業・団体

本社

海外拠点

連
携

支
援

日本国外務省

外務本省

在外公館

連
携

対応者

支援・協力

支援・協力

取 材

事案によっては関心が
非常に大きいことも・・・

17
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国際ニュースモニタリング
（３６５日２４時間/全世界対象）

・A国で地震発生
・B国でバス事故発生
・C国で武装集団がショッピングモールを襲撃

など

領事局（外務本省）

在外公館

指示 報告

情報収集，邦人の安否確認

・事案の概要，邦人被害の有無を官邸及
び外務省幹部に一斉メールにて報告

・事案に応じてスポット情報などを発出

・担当官から在外公館に状況確認
（１担当官あたり約３０カ国を担当）

・在留邦人・短期渡航者の安否確認を指示 情報発信

①領事局と在外公館との連携

（官邸）

（海外安全ホームページ）

報告

在留邦人・短期渡航者へ
の注意喚起（メール配信，HP掲載）

負傷者対応
本邦家族
への連絡

プレス対応

19

●夜間，休日含め２４時間対応

●多言語（日本語，現地語，その他主要言語）対応

20

●各大使館，総領事館ＨＰを通じた情報発信
－所管する国，地域の安全・治安情報の提供
－現地の「安全の手引き」の作成・配布
－治安情勢，事件等に応じた「お知らせ」「注意喚起」の発出

●在留邦人へのメールサービス（「在留届」の提出や「たびレジ」への登録が前提）
－治安情勢，事件等に応じて発出した「お知らせ」「注意喚起」の配信
－新型インフルエンザ等の流行状況，滞在地政府の施策等安全・治安情
報の配信

②在留邦人，渡航者向けの安全に関する情報発信
（在外公館によって取組が異なる場合あり）

③緊急電話対応
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●緊急時対応等に関する相談

●事件，事故発生時の安否確認

●現地政府への早期事件解決等の申し入れ

●現地警察への支援要請

●日本の家族への連絡，支援

●（退避が必要な場合の）退避支援

●その他，領事面会等

21

④事件・事故の場合等の邦人保護

目次
１． 邦人の安全をとりまく国際環境の変化

２．緊急事態の対応

３． 外務省の取組

（１）在外公館が行う支援（基本）

（２）官民連携
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４． 皆様にお願いしたいこと
22
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• 治安情報の相互提供及び意見交換
• 在留邦人名簿，緊急連絡網等の整備
• 各種マニュアルの整備（緊急事態対処用，一般的な安全
対策用）

• 民間側での緊急事態対応体制（緊急邦人通信網，備蓄
，緊急時の行動計画等）の整備

協議会以外での
個別のコンタクトも

歓迎

官民連携：①安全対策連絡協議会の活用

23

～在外公館と現地日本人会等の在留邦人との定期的な会合～

○ 世界各地域の首都及び地方都市において，在留邦人等に対して危機管理専門家による危機管
理・安全対策に関する啓発を図るためのセミナーを開催。現地治安関係者による講演も実施。
○ 平成28年度は，13か所で実施する予定（日本人学校の安全対策評価（７校）を併せて実施予定）。

官民連携：②在外安全対策セミナー

24

【平成28年度】
開催時期 平成２８年６月～平成２９年３月
開催場所 13か所（ナイロビ，ワガドゥグ，ダッカ，アンカラ，ダカール，ボストン，ニューヨーク，

メキシコシティ，レオン，リオ・デ・ジャネイロ，サンパウロ，ベネズエラ，マニラ）
プログラム （１）リスク管理・安全対策等に関する講演

（例）地域情勢と治安リスク，移動間の対策，自宅の安全対策，テロ・誘拐対策等
（２）小グループによる危機管理演習（グループ・ディスカッション）
（例） 行方不明事案，誘拐事件，交通事故

※ 日本人学校の安全対策評価（７校）を併せて実施予定。
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○テロ・誘拐事件等の重大事件への対応に実績を有する危機管理会社が実施するフィールド型の
実地訓練に官民合同で参加する。平成２８年度も，２回実施予定。

官民連携：③官民合同実地訓練

開催時期 第１回： 平成２８年９月２７日～２９日（３日間）
第２回： 平成２８年１１月１日～３日（３日間）

開催場所 英国（ウィッチチャーチ）
訓練項目 主な訓練項目（いずれも座学の後，実地訓練を行う）

（１）個人の安全対策（騒乱，カージャック，デモ，強盗，スリ等）
（２）一次救命措置
（３）セキュリティードライビング
（４）誘拐事件への対処（生き残り方法）
（５）メディア対策（演習）

25

ガードマン雇い上げ費及び警備機器の維持管理費に対する援助。

平成28年度予算では，要望のあった全ての日本人学校及び補習授業校
について安全対策費を計上。

平成27年度予算までは校舎敷地内のガードマンに限定していた援助対象
を，平成28年度予算では登下校時における交通整備員やスクールバスに
添乗するガードマンへも拡大。

危機管理会社の専門家による学校の安全対策評価を実施。

派遣教員内定者研修会において，外務省による「安全対策と危機管理」に
関する講義を実施。

日本人学校・補習授業校等に対する安全対策支援

26
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●現在のテロ情勢を鑑みると，政府の情報機能を強化するということは極めて重
要であり，特に，海外における情報収集活動の強化を含め，政府の情報の収集
集約，分析等，確実に遂行する必要がある。

●上記観点から，テロの危険性が存在する地域を選択し，重点的に情報収集す
るため，国際テロ情報収集ユニットの設置のための作業を実施している。

●官邸や情報コミュニティーの関心を踏まえ情報収集を行い，国家安全保障会議
および国家安全保障局に対し，政策判断に資する情報を適切に提供する。

●２０１５年１２月に外務省に設置。

国際テロ情報収集ユニット

28
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海外安全ホームページによる情報発信①

危険情報・スポット情報
・広域情報への入り口

29

海外安全ホームページによる情報発信②

＜テロ・誘拐情勢＞
１．概況
２．各組織の活動状況
各地域の治安情勢

３．誘拐事件の発生状況
４．日本人・日本権益に
対する脅威

＜安全対策基礎データ＞
１．犯罪発生状況，防犯対策
２．査証，出入国審査等
３．滞在時の留意事項
４．風俗，習慣，健康等
５．緊急時の連絡先

＜危険情報＞
＜スポット情報＞
＜広域情報＞
＜感染症危険情報＞

30
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●「レベル１：十分注意してください。」
その国・地域への渡航，滞在に当たって危険を避けていただくため特別な注意が必要です。

●「レベル２：不要不急の渡航は止めてください。」
その国・地域への不要不急の渡航は止めてください。渡航する場合には特別な注意を払うとともに，十分な安全
対策をとってください。

●「レベル３：渡航は止めてください。（渡航中止勧告）」
その国・地域への渡航は，どのような目的であれ止めてください。（場合によっては，現地に滞在している日本人
の方々に対して退避の可能性や準備を促すメッセージを含むことがあります。）

●「レベル４：退避してください。渡航は止めてください。（退避勧告）」
その国・地域に滞在している方は滞在地から，安全な国・地域へ退避してください。この状況では，当然のことな
がら，どのような目的であれ新たな渡航は止めてください。

危険情報

31

特定の国や地域が対象。

★例
・自然災害（台風，地震，火災等）
・一般犯罪（強盗，殺人等）の多発
・政変，暴動，デモ
・爆弾テロ，誘拐（特に外国人誘拐）等

32

スポット情報
情報種別：海外安全情報(スポット情報) 

本情報は2016年07月26日現在有効です。

ブラジル：リオデジャネイロ・オリンピック・パラリンピック開催に伴う注意喚起
2016年07月22日

１ 8月5日から8月21日まで，リオデジャネイロを中心にブラジル各地において第31回オリンピック競技大会が開催されま
す。また，9月7日から9月18日まで，第15回パラリンピック競技大会が開催されます。

２ 安全に関する注意（抜粋）
（１）一般治安・デモ
ブラジルは，貧困層が多いことや麻薬の売買のトラブル等に起因する殺人や強盗等の凶悪犯罪が多発しており，観光客
や歩行者に対するひったくりや置き引きも多発しているほか，多くの犯罪には拳銃やナイフが使用されています。・・・また，
ブラジルにおいては，大統領の弾劾などを巡って政治的な緊張が高まっており，・・・万が一デモに遭遇した場合は速やか
にその場を離れるようにしてください。
（２）テロ及び対策
７月２１日には，ブラジル連邦警察がＩＳＩＬの宣伝及びテロ犯罪行為の準備に関与したとして，ブラジル国籍者１０名を拘
束しました。・・・テロ・誘拐など・・・リスクを最小化するためには，目立たない形にすることが重要であり，具体的には，大人
数で集合しての応援は，公道や競技場外（例えばパブリック・ビューイング等）といったオープン・スペースでは避けてくださ
い。また，スタジアムやイベント会場の付近といった不特定多数の人が集まる場所では，細心の注意を払い，滞在時間を
可能な限り短くする，避難経路を予め確認しておく等の安全対策を必ず講じてください。更に不審な人物を目撃したら，速
やかにその場を立ち去るなどして，安全確保に努めてください。
（３）感染症
オリンピック・パラリンピック開催時に，ジカウイルスが国際的に拡大するリスクは低いものの，引き続き渡航者・滞在者の
方は，蚊に対する対策を十分講じる必要があります。特に，妊娠中又は妊娠を予定している方は，渡航・滞在を可能な限り
控えてください。
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対象地域が，複数の国や地域にまたがる。

33

広域情報

★その他の例
自然災害（ハリケーン等），海賊，テロの注意喚起
衛星の落下 等

安全対策基礎データ

各国への渡航・滞在に当たって、その国の防犯やトラブル回避の
観点から知っておきたい基礎的な情報

【掲載内容一部抜粋】
免税（納税シールのない）たばこについては，紙巻きたばこであれば200本（1カートン），葉巻等であ
れば250gまで，また酒類については1リットルまで免税での持ち込みが認められます。これら免税た
ばこや酒類等を，規定量を超えてタイ国内に持ち込もうとした場合，税関検査で摘発されると高額な
罰金を科せられるほか，物品も全て没収されますので十分注意してください。

⇒実際に，知らずに税関から指摘される日本人がいます

34
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①現地当局やＷＨＯ等国際機関からの情報収集
（感染状況，現地医療体制，主要国の動向等）
②海外安全ＨＰにおける感染症関連情報の発出・更新
（危険情報・スポット情報・広域情報）
③在外公館から在外邦人への情報提供
（ＨＰ・領事メール・在留邦人向け説明会等）
④感染症専門医の海外派遣及び在留邦人向け健康安全講話の実施

感染症への対応①

感染症危険情報

「レベル１：十分注意してください。」
その国・地域への渡航，滞在に当たって危険を避けていただくため特別な注意が必要です。

「レベル２：不要不急の渡航は止めてください。」

その国・地域への不要不急の渡航は止めてください。渡航する場合には特別な注意を払うとともに，
十分な安全対策をとってください。

「レベル３：渡航は止めてください。（渡航中止勧告）」
その国・地域への渡航は，どのような目的であれ止めてください。（場合によっては，現地に
滞在している日本人の方々に対して退避の可能性や準備を促すメッセージを含むことがあります。）

「レベル４：退避してください。渡航は止めてください。（退避勧告）」
その国・地域に滞在している方は滞在地から，安全な国・地域へ退避してください。この状況では，
当然のことながら，どのような目的であれ新たな渡航は止めてください。

35

エボラ出血熱

感染症への対応②

●２０１４年３月にギニアで感染を確認。その後，西アフリカを中心に感染が拡大。ギニア，リベ
リア及びシエラレオネにおける感染者は２８，６１６人，うち死亡者１１，３１０人（２０１６年６月２
日付けＷＨＯ発表）。２０１６年３月２９日，緊急事態宣言（PHEIC）を解除。

36

中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）

●２０１２年，中東・サウジアラビアで初めて確認された重呼
吸器感染症。その後，中東地域を中心に継続して感染者が
発生。全世界における感染者は１，７３３人，うち死亡者６２８
人（２０１６年５月１日付けＷＨＯ発表）。

●感染症広域情報を随時発出・更新。

ジカウイルス感染症

●ウイルスを持ったネッタイシマカやヒトスジシマカに吸血されることでヒトへと感染。

●妊娠中の感染と胎児の小頭症との関連が示唆されており，注意が必要。

●日本国内の感染例は９例（全て輸入症例）。そのうち，今回の中南米の流行後に確認さ
れたものは６例。

●予防法は，肌の露出を避け，虫よけ剤を使用するなど，蚊にさされないようにすること。

●感染症危険情報を発出し，情報提供及び注意喚起を継続中。
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目次
１． 邦人の安全をとりまく国際環境の変化

２．緊急事態の対応

３． 外務省の取組

（１）在外公館が行う支援（基本）

（２）官民連携

（３）情報収集・発信能力の強化

（４）即応体制の強化

４． 皆様にお願いしたいこと
37

初動体制の確立
事前に要員
候補をリス
トアップ

（医師など
の専門家
を含む）

危機の危険
不穏な兆候

海外緊急展開チーム
の派遣

海外緊急展開チーム
の派遣

緊急事態発生地・
管轄在外公館

現
地
対
策
本
部
の
立
ち
上
げ

①事態，展開状況の把握
②取るべき体制の検討・策定
③情報収集など初動として
必要な対応

緊急
事態
発生

総務・
情報収集班

邦人援護班
（医療班）

プレス班
（空港班）

等
テロ事件や大規模自然

災害発生

海外緊急展開チーム（ERT：Emergency Response Team）

38

※海外緊急展開チーム（ERT)は，平成２５年８月、外務省の本省及び在外公館の職員２１名を指名して発足し、
平成２７年１１月には語学要員やプレス要員を、また平成２８年３月には新たに医務官を加え，８１名体制とし、
大幅に増強した。
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目次
１． 邦人の安全をとりまく国際環境の変化

２．緊急事態の対応

３． 外務省の取組

（１）在外公館が行う支援（基本）

（２）官民連携

（３）情報収集・発信能力の強化

（４）即応体制の強化

４． 皆様にお願いしたいこと
39

基本認識

１ 日本人がテロの標的になる可能性。

→ 巻き添えだけではない

２ 旅行者（出張者）が被害に遭う可能性。

→ 在留邦人だけではない

３ 先進国・アジアを含む世界各地で。

→ 中東・北アフリカだけではない

40

～在外邦人の安全対策に当たっての基本認識～
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→法律上の義務
★３か月以上滞在する場合 cf.旅券法第１６条
（携帯番号，メールアドレス含む)
★電子届出も可能
★変更，帰国時の届出変更も
cf.旅券法施行規則第12条

パスポートの
注意欄にも
記載あり

海外で大規模な自然災害・事故等の緊急事態が発生した場合等，在外公館が在
留邦人の安否確認を行うための重要な基礎資料の一つとして利用

①在留届の提出（３か月以上の滞在者向け）

41

①

①外務省海外安全ホームページ
のトップ画面にある「ＯＲＲｎｅｔ」
ボタンをクリックする。

②「在留届を提出する方」
ボタンをクリックします。

②

在留届の電子届出の方法

↓

42
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滞在先

期間

宿泊先

目的地

日本国パス
ポート番号

氏名（漢字）

氏名（ローマ字）

生年月日携帯電話

メールアドレス

●海外旅行者・出張者など，「在留届」提出義務の対象となっていない，
３か月未満の短期渡航者向けの登録サイト。
●２０１４年７月１日より運用開始。
●海外安全アプリから登録することも可能。

②外務省海外旅行登録「たびレジ」の登録
（３か月未満の短期渡航者向け）

43

たびレジ登録方法

① ①外務省海外安全ホー
ムページのトップ画面に
ある「たびレジ登録，お
済みですか？」ボタンを
クリックする。

②

②「カンタン新規登録」
ボタンをクリックする。

↓

44
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１． 「たびレジ」の簡易登録

 メールアドレスを入力し，情報を入手したい国・地域を選択するだけで，簡単に登録できる。（注：
通常の「たびレジ」は８項目登録。なお，簡易登録の場合，緊急時の安否確認の対象にはならな
い。）

 主に，海外安全情報を入手したい企業・団体・個人向けに，通常の「たびレジ」登録者と同様の安
全情報をメールで提供するサービス。

「たびレジ」トップ画面 簡易登録画面

メールアドレス登録と国・地域の選択だけで通常登録者と同様に情報収集が可能。

「たびレジ」簡易登録のメニューを追加します

情報を受け取るメールアドレスを入
力します（最大で10アドレスまで）

メール配信を希望する国・地域を
選択します

「たびレジ」機能紹介（その１）

45

２．海外旅行関連企業向け 「たびレジ」連携インターフェイス

「たびレジ」トップページ内の専用お問い合わせフォームから
申し込みいただいた企業・団体様に、具体的に説明させていた
だきます。

https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/contact-company.html

 旅行者がツアー等を申し込む際に希望すれば，自動的に「たびレジ」に登録できる仕組み。

 海外旅行関連企業の情報システムとのファイル連携により，海外旅行者を「たびレジ」に一括登
録する機能。

 平成２７年１１月から公開

連携の概念 利用方法

旅行者による登録作業なしで，安全情報メールの受信や緊急時の安否確認が受けられる。

「たびレジ」機能紹介（その２）

46
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危機管理担当の皆さまへのお願い
～「たびレジ」の活用～

「たびレジ」登録を社内出張稟議の必須項目に

「たびレジ」の簡易登録をご活用ください

社内出張システムと「たびレジ」システムの連携をご検討ください

①

③

②

⇒出張者が当事者意識を持つキッカケになります。
（すでに導入済みの企業もあります）

⇒出張者の安全を預かる皆さま（管理者）にも，
出張者と同じ情報を同じタイミングでお届けします。

⇒緊急事態発生時，日本政府の安否確認対象者に
もれなく出張者も含まれます。

47

③海外安全アプリの活用

海外にお住まいの方や海外旅行・出張中の方に，安全に係る情
報をお届けすることを目的とし，２０１５年７月１日に導入。

① GPS機能を利用し，現在地及び周辺
国・地域の渡航情報を表示 ② 任意の国・地域の渡航情報を

プッシュ通知
③ 各国・地域の緊急連絡先を簡易
表示

所在地から周囲100Km
圏内の国・地域の危険
情報を表示。

（※コンゴ民主共和国と
ルワンダの国境付近を想定）

（基本画面）

48
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① APP Store（iPhone）または
Google Play（Android）を開く。
↓
② 「海外安全」で検索。
↓
③ AppStoreの場合には「入手」ボタン
を， GooglePlayの場合には「インス
トール」ボタンを押してアプリをダウ
ンロードする。

例）iPhoneのAppStore画面

海外安全アプリ ダウンロードの方法

49

入手

④海外安全動画の活用
（海外へ渡航するあなたへ～外務省からのお知らせ～）

海外安全ホームページ、外務省旅行登録「たびレジ」、「海外安全アプリ」のメリットや活用方法，
犯罪等の予防策や各種事案に遭遇した場合の対処方法などを分かりやすく解説。

（http://www.anzen.mofa.go.jp/video/video11.html ）

海外安全ホームページ 外務省海外旅行登録「たびレジ」

海外安全アプリ 予防策・対処方法

スマートフォン・タブレットからも
ご覧いただけます。

海外安全ホームページに掲載している情報を解説 「たびレジ」に登録するメリットや登録方法を解説

海外安全アプリの３大メリットを解説 渡航前に知っておきたい犯罪の手口と予防策や
銃撃・爆発事案への対処法を解説

50
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お問い合わせ先

■外務省領事局

●海外邦人安全課 （テロ・誘拐関係以外）
電話：（代表）03-3580-3311 （内線）2851

●邦人テロ対策室 （テロ・誘拐関係）
電話：（代表）03-3580-3311 （内線）3047 

●領事サービスセンター（海外安全担当） （国別安全情報等）
電話：（代表）03-3580-3311 （内線）2902

【本資料のお取り扱いについて】

本資料の無断でのコピーや転載はご遠慮ください。
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